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１．この投資信託説明書（交付目論見書）により行う「りそなＭＭＦ（マネー・マネージメント・ファン

ド）」の受益証券の募集については、委託会社は証券取引法（昭和23年法第25号）第５条の規定に基づ

く有価証券届出書を平成17年8月26日に関東財務局長に提出しており、平成17年8月27日にその届出の効

力が生じております。また、同法第7条の規定により有価証券届出書の訂正届出書を平成18年2月27日に

関東財務局長に提出しております。 

２．「りそなＭＭＦ（マネー・マネージメント・ファンド）」の受益証券の価額は、同ファンドに組み入れ

られる有価証券等の値動き、為替相場の変動等による影響を受けますが、これらの運用による損益はす

べて投資家の皆様に帰属いたします。当ファンドは元本が保証されているものではありません。 



 

 

平成 18 年 2月 27 日作成 

ソシエテジェネラルアセットマネジメント株式会社 

 

りそなＭＭＦ 

(マネー・マネージメント･ファンド) 
追加型公社債投資信託／自動けいぞく投資専用 

投資信託説明書（交付目論見書）訂正事項分 
 
■ 当ファンドは、公社債等の値動きのある有価証券等（外貨建証券には為替リスクもあります。）に投資します

ので、当ファンドの基準価額が下落し、損失を被ることがあります。 

■ 当ファンドは、投資家の皆様の投資元本および収益が保証されているものではありません。 

■ 運用により信託財産に生じた損益はすべて投資家の皆様に帰属します。 

■ 当ファンドは、預金保険機構あるいは保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。 
 

 
 

Ⅰ．投資信託説明書（交付目論見書）の訂正理由 

平成18年2月27日に有価証券届出書の訂正届出書を提出したことに伴い、「りそなＭＭＦ（マネー･

マネージメント･ファンド）」の投資信託説明書（交付目論見書) 2005年8月（以下「原交付目論見

書」といいます。）の記載事項のうち、新たな情報に訂正すべき事項がありますので、これを訂正

するものです。 

 

Ⅱ．訂正の内容 

原交付目論見書の内容が訂正事項の内容に変更されます。 

 

１．この投資信託説明書（交付目論見書）により行う「りそなＭＭＦ（マネー・マネージメント・ファンド）」

の受益証券の募集については、委託会社は証券取引法（昭和23年法第25号）第５条の規定に基づく有価証券

届出書を平成17年8月26日に関東財務局長に提出しており、平成17年8月27日にその届出の効力が生じており

ます。また、同法第7条の規定により有価証券届出書の訂正届出書を平成18年2月27日に関東財務局長に提出

しております。 

２．この投資信託説明書（交付目論見書）は、証券取引法第13条の規定にもとづく目論見書のうち、同法第15条

第2項の規定に基づき、投資家がファンドを取得する際にあらかじめまたは同時に交付される目論見書です。

３．投資信託説明書（請求目論見書）は、証券取引法第13条の規定にもとづく目論見書のうち、同法第15条第3項

の規定に基づき、投資家の請求により交付される目論見書です。なお、請求目論見書をご請求された場合

は、投資家の皆様ご自身でその旨を記録されるようお願いいたします。 

４．「りそなＭＭＦ（マネー・マネージメント・ファンド）」の受益証券の価額は、同ファンドに組み入れられ

る有価証券等の値動き、為替相場の変動等による影響を受けますが、これらの運用による損益はすべて投資

家の皆様に帰属いたします。当ファンドは元本が保証されているものではありません。 
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第二部 ファンド情報 

第１ ファンドの状況 

５ 運用状況（原交付目論見書19～22ページ） 

全文が以下の通り更新訂正されます。以下は訂正後の内容のみ記載しております。 

 

(1) 投資状況 

平成17年12月30日現在

資産の種類 国名 時価合計（円） 投資比率（％） 
国債証券 日本 5,999,996,841 25.98

特殊債券 日本 4,002,343,871 17.33

コマーシャル・ペーパー 日本 3,599,518,205 15.58

現金・預金・その他の資産（負債控除後） － 9,496,833,119 41.11

合計（純資産総額） － 23,098,692,036 100.00

（注）投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価の比率をいいます。 

 

(2) 投資資産 

① 投資有価証券の主要銘柄 

平成 17 年 12 月 30 日現在
帳簿価額 時価評価額 

順 

位 

国／ 

地域 
種類 銘柄名 

額面 

(円) 単価

(円)

金額 

(円) 

単価

(円)

金額 

(円) 

利率 

(%) 
償還期限

投資

比率

(%)

1 日本 国債証券 
第３６１回政府短期

証券 
3,000,000,000 99.99 2,999,998,620 99.99 2,999,998,620 0 2006/2/13 12.99

2 日本 国債証券 
第３６２回政府短期

証券 
3,000,000,000 99.99 2,999,998,221 99.99 2,999,998,221 0 2006/2/20 12.99

3 日本 特殊債券 
第９９回政府保証預

金保険機構債券 
1,200,000,000 100.04 1,200,593,419 100.04 1,200,593,419 0.2 2006/4/26 5.20

4 日本 特殊債券 
第１１７回政府保証

預金保険機構債券 
800,000,000 100.00 800,055,508 100.00 800,055,508 0.1 2006/10/13 3.46

5 日本 特殊債券 
第４３回政府保証預

金保険機構債券 
500,000,000 100.08 500,429,856 100.08 500,429,856 0.2 2006/7/26 2.17

6 日本 特殊債券 
第１０３回政府保証

預金保険機構債券 
500,000,000 100.06 500,349,500 100.06 500,349,500 0.2 2006/6/15 2.17

7 日本 特殊債券 
第４５回政府保証預

金保険機構債券 
300,000,000 100.15 300,470,952 100.15 300,470,952 0.3 2006/8/25 1.30

8 日本 特殊債券 
第１１１回政府保証

預金保険機構債券 
300,000,000 100.08 300,267,336 100.08 300,267,336 0.2 2006/8/18 1.30

9 日本 特殊債券 
第１１８回政府保証

預金保険機構債券 
300,000,000 100.00 300,025,050 100.00 300,025,050 0.1 2006/11/16 1.30

10 日本 特殊債券 
第１３５回しんきん

中金債券 
100,000,000 100.15 100,152,250 100.15 100,152,250 1.05 2006/2/27 0.43

11 日本 
コマーシャ

ル・ペーパー 
スミショウリース 1,200,000,000 － 1,199,909,267 － 1,199,909,267 － － 5.19

12 日本 
コマーシャ

ル・ペーパー 
ダイヤモンドリース 1,200,000,000 － 1,199,879,025 － 1,199,879,025 － － 5.19

13 日本 
コマーシャ

ル・ペーパー 

エイチジーエムア

セット 
1,200,000,000 － 1,199,729,913 － 1,199,729,913 － － 5.19

＊全13銘柄 

＊投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する各銘柄の時価比率をいいます。 

＊単価は額面100円当たりの価格です。 
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種類別投資比率 
平成17年12月30日現在

地域 種類 投資比率（％） 

国債証券 25.98

特殊債券 17.33日本 

コマーシャル・ペーパー 15.58

 合計 58.89

＊投資比率はファンドの純資産総額に対する評価額比率をいいます。 

 

② 投資不動産物件 

該当事項はありません。 

 

③ その他投資資産の主要なもの 

平成17年12月30日現在

現先取引（コマーシャル・ペーパー） 

国名 銘柄名 
額面 

（円） 

簿価金額 

（円） 

満期金額 

（円） 

投資比率

（％） 
日本 ミツイスミトモギンリース 2,000,000,000 1,999,892,090 1,999,894,830 8.66

 
 

(3) 運用実績 

① 純資産の推移 

平成 17 年 12 月 30 日（直近日）現在、同日前 1 年以内における各月末、および下記各特定期間

末におけるファンドの純資産総額、および基準価額（1 万口当たりの純資産額）の推移は次の通り

です。 

純資産総額（百万円） 基準価額（円） 
 

（分配落） （分配付） （分配落） （分配付）

第8期特定期間末(平成8年5月30日) 148,257 148,259 10,000 10,000

第9期特定期間末(平成8年11月28日) 196,169 196,172 10,000 10,000

第10期特定期間末(平成9年5月29日) 154,438 154,441 10,000 10,000

第11期特定期間末(平成9年11月27日) 118,704 118,706 10,000 10,000

第12期特定期間末(平成10年5月28日) 106,325 106,326 10,000 10,000

第13期特定期間末(平成10年11月29日) 69,303 69,304 10,000 10,000

第14期特定期間末(平成11年5月30日) 103,914 103,915 10,000 10,000

第15期特定期間末(平成11年11月29日) 188,465 183,466 10,000 10,000

第16期特定期間末(平成12年5月30日) 282,517 282,518 10,000 10,000

第17期特定期間末(平成12年11月29日) 240,750 240,751 10,000 10,000

第18期特定期間末(平成13年5月30日) 254,925 254,926 10,000 10,000

第19期特定期間末(平成13年11月30日) 210,263 210,264 10,000 10,000

第20期特定期間末(平成14年5月31日) 72,542 72,542 10,000 10,000

第21期特定期間末(平成14年11月30日) 60,263 60,263 10,000 10,000

第22期特定期間末(平成15年5月31日) 47,062 47,062 10,000 10,000

第23期特定期間末(平成15年11月30日) 38,453 38,453 10,000 10,000

第24期特定期間末(平成16年5月31日) 31,627 31,627 10,000 10,000

第25期特定期間末(平成16年11月30日) 28,509 28,509 10,000 10,000

第26期特定期間末(平成17年5月31日) 25,880 25,880 10,000 10,000
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第27期特定期間末(平成17年11月30日) 24,340 24,340 10,000 10,000

平成16年12月末日 27,238 － 10,000 10,000

平成17年1月末日 26,829 － 10,000 10,000

2月末日 26,526 － 10,000 10,000

3月末日 26,100 － 10,000 10,000

4月末日 25,747 － 10,000 10,000

5月末日 25,880 － 10,000 10,000

6月末日 25,628 － 10,000 10,000

7月末日 25,127 － 10,000 10,000

8月末日 24,442 － 10,000 10,000

9月末日 23,808 － 10,000 10,000

10月末日 24,105 － 10,000 10,000

11月末日 24,340 － 10,000 10,000

12月30日（直近日） 23,098 － 10,000 10,000

 

② 分配の推移 

計算期間 1万口当たり分配金（円） 

第8期特定期間(H7.11.30～H8.5.30) 31.58 

第9期特定期間(H8.5.31～H8.11.28) 31.39 

第10期特定期間(H8.11.29～H9.5.29) 30.17 

第11期特定期間(H9.5.30～H9.11.27) 33.02 

第12期特定期間(H9.11.28～H10.5.28) 36.25 

第13期特定期間(H10.5.29～H10.11.29) 26.65 

第14期特定期間(H10.11.30～H11.5.30) 19.29 

第15期特定期間(H11.5.31～H11.11.29) 11.71 

第16期特定期間(H11.11.30～H12.5.30) 10.42 

第17期特定期間(H12.5.31～H12.11.29) 10.91 

第18期特定期間(H12.11.30～H13.5.30) 11.93 

第19期特定期間(H13.5.31～H13.11.30) 6.04 

第20期特定期間(H13.12.1～H14.5.31) 6.16 

第21期特定期間(H14.6.1～H14.11.30) 1.56 

第22期特定期間(H14.12.1～H15.5.31) 1.22 

第23期特定期間(H15.6.1～H15.11.30) 0.46 

第24期特定期間(H15.12.1～H16.5.31) 0.37 

第25期特定期間(H16.6.1～H16.11.30) 0.36 

第26期特定期間(H16.12.1～H17.5.31) 0.41 

第27期特定期間(H17.6.1～H17.11.30) 0.66 
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③ 収益率の推移 

計算期間 収益率（％） 

第8期特定期間(H7.11.30～H8.5.30) 0.32

第9期特定期間(H8.5.31～H8.11.28) 0.31

第10期特定期間(H8.11.29～H9.5.29) 0.30

第11期特定期間(H9.5.30～H9.11.27) 0.33

第12期特定期間(H9.11.28～H10.5.28) 0.36

第13期特定期間(H10.5.29～H10.11.29) 0.27

第14期特定期間(H10.11.30～H11.5.30) 0.19

第15期特定期間(H11.5.31～H11.11.29) 0.12

第16期特定期間(H11.11.30～H12.5.30) 0.10

第17期特定期間(H12.5.31～H12.11.29) 0.11

第18期特定期間(H12.11.30～H13.5.30) 0.12

第19期特定期間(H13.5.31～H13.11.30) 0.06

第20期特定期間(H13.12.1～H14.5.31) 0.06

第21期特定期間(H14.6.1～H14.11.30) 0.02

第22期特定期間(H14.12.1～H15.5.31) 0.01

第23期特定期間(H15.6.1～H15.11.30) 0.00

第24期特定期間(H15.12.1～H16.5.31) 0.00

第25期特定期間(H16.6.1～H16.11.30) 0.00

第26期特定期間(H16.12.1～H17.5.31) 0.00

第27期特定期間(H17.6.1～H17.11.30) 0.01

(注)収益率の算出方法：特定期間末の基準価額（当該特定期間における1万口当たり分配金の合計額を

含む。）から当該特定期間の直前の特定期間末の基準価額（分配落の額。以下「前期末基準価額」

といいます。）を控除した額を、前期末基準価額で除して100を乗じた数値です。 

 

 

第２ 財務ハイライト情報（原交付目論見書28～31ページ） 

全文が以下の通り更新訂正されます。以下は訂正後の内容のみ記載しております。 

 

(1)当ファンドの財務諸表は「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和 38 年大蔵省

令第 59 号）ならびに同規則第 2 条の 2 の規定により「投資信託財産の貸借対照表、損益及び剰余金計

算書、附属明細表並びに運用報告書に関する規則」（平成 12 年総理府令第 133 号）（以下「投資信託

財産計算規則」という）に基づいて作成しております。 

なお、財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。 

また、ここに表示する財務諸表（貸借対照表および損益及び剰余金計算書）は、有価証券届出書

「第三部ファン細情報 第４ファンドの経理状況」（投資信託説明書（請求目論見書））から抜粋し

て記載しております。 

(2)当ファンドの計算期間は 6ヶ月未満であるため、財務諸表は 6ヶ月毎に作成しております。 

(3)当ファンドは証券取引法第 193 条の 2 の規定に基づき、前期（平成 16 年 12 月 1 日から平成 17 年 5

月 31 日まで）及び当期（平成 17 年 6 月 1 日から平成 17 年 11 月 30 日まで）の財務諸表については、

新日本監査法人による監査を受けております。 
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りそなＭＭＦ（マネー・マネージメント・ファンド） 

１ 貸借対照表 

 前期末 

(平成 17 年 5 月 31 日現在) 

当期末 

(平成 17 年 11 月 30 日現在） 

科目 金額(円) 金額(円) 

資産の部   

Ⅰ流動資産   

コール・ローン 3,673,082,372 2,736,212,990

国債証券 5,999,993,205 5,999,995,041

特殊債券 1,702,658,065 3,702,776,621

社債券 902,895,109 300,025,176

コマーシャル・ペーパー 4,599,657,579 3,599,518,205

現先取引勘定 8,999,824,910 7,999,461,466

未収利息 1,841,918 1,960,832

前払費用 769,203 285,476

流動資産合計 25,880,722,361 24,340,235,807

資産合計 25,880,722,361 24,340,235,807

負債の部   

Ⅰ流動負債   

未払収益分配金 － 24,340

未払受託者報酬 213 200

未払委託者報酬 1,205 1,133

その他未払費用 372 350

流動負債合計 1,790 26,023

負債合計 1,790 26,023

純資産の部   

Ⅰ元本   

元本 25,880,705,039 24,340,199,690

Ⅱ剰余金   

期末剰余金 15,532 10,094

純資産合計 25,880,720,571 24,340,209,784

負債・純資産合計 25,880,722,361 24,340,235,807
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２ 損益及び剰余金計算書 

 前期 

自 平成16年12月1日 

至 平成17年5月31日 

当期 

自 平成17年 6月 1日 

至 平成17年11月30日 

科目 金額(円) 金額(円) 

経常損益の部   

営業損益の部   

Ⅰ営業収益   

受取利息 4,232,577 6,800,544

有価証券売買等損益 △2,842,097 △4,940,541

その他収益 28,990 80,575

営業収益合計 1,419,470 1,940,578

Ⅱ営業費用   

受託者報酬 38,758 37,306

委託者報酬 219,556 211,210

その他費用 69,786 65,168

営業費用合計 328,100 313,684

営業利益 1,091,370 1,626,894

経常利益 1,091,370 1,626,894

当期純利益 1,091,370 1,626,894

Ⅲ一部解約に伴う当期純利益分配額 － －

Ⅳ期首剰余金 13,995 15,532

Ⅴ剰余金増加額 － －

Ⅵ剰余金減少額 － －

Ⅶ分配金 1,089,833 1,632,332

Ⅷ期末剰余金 15,532 10,094

 

重要な会計方針 

 

項目 

前期 

自 平成16年12月1日 

至 平成17年5月31日 

当期 

自 平成17年6 月 1日 

至 平成17年11月30日 

1.有価証券の評価

基準及び評価方法 

国債証券、地方債証券、特殊債券、社債

券、コマーシャル・ペーパーは個別法に基づ

き、以下のとおり原則として時価で評価して

おります。 

国債証券、地方債証券、特殊債券、社債

券、コマーシャル・ペーパーは個別法に基づ

き、以下のとおり原則として時価で評価して

おります。 

 (1)証券取引所に上場されている有価証券等 

証券取引所に上場されている有価証券等

は、原則として証券取引所における計算期間

末日の最終相場又は清算値段で評価しており

ます。 

特定期間末日に当該証券取引所の最終相

場等がない場合には、当該証券取引所におけ

る直近の日の最終相場等で評価しております

が、直近の日の最終相場等によることが適当

でないと認められた場合は、当該証券取引所

における特定期間末日又は直近の日の気配相

場で評価しております。 

(1)証券取引所に上場されている有価証券等 

同    左 
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 (2)証券取引所に上場されていない有価証券

等 

当該有価証券等については、原則として

日本証券業協会発表の店頭基準気配値段、金

融機関の提示する価額（ただし、売気配相場

は使用しない）又は価格提供会社の提供する

価額のいずれかから入手した価額で評価して

おります。 

(2)証券取引所に上場されていない有価証券

等 

同    左 

 

 

 (3)時価が入手できなかった有価証券等 

適正な評価額を入手できなかった場合、

又は入手した評価額が時価として認定できな

い事由が認められた場合は、投資信託委託業

者が忠実義務に基づいて合理的事由をもって

時価と認めた価額で、もしくは受託者と協議

のうえ両者が合理的事由をもって時価と認め

た価額で評価しております。 

(3)時価が入手できなかった有価証券等 

同    左 

 

 

 (4)残存期間1年以内の公社債等 

買付けにかかる約定日から１年以内で償

還を迎える公社債等（償還日の前年応答日が

到来したものを含む）で、価額変動性が限定

的であり、償却原価法による評価方法が合理

的かつ受益者の利益を害しないと投資信託委

託業者が判断した場合は、当該方法により評

価しております。ただし、時価と評価額に乖

離が生じ、投資信託委託業者が適正な基準価

額の計算上必要と判断した場合には、速やか

に時価による評価換えを行うものとします。

(4)残存期間1年以内の公社債等 

同    左 

２.収益及び費用の

計上基準 

有価証券売買等損益の計上基準 

約定日基準で計上しております。 

有価証券売買等損益の計上基準 

同    左 

 

 

原交付目論見書の「第一部 証券情報 (12)その他 ③委託会社のお問い合わせ先（原交付目論見書3

ページ）」および「第二部 ファンド情報 第1 ファンドの状況 6 手続等の概要 (1)申込（販売）手

続等（原交付目論見書23ページ）」内のお問い合わせ先の図が、以下の通り更新訂正されます。以下は

訂正後の内容のみ記載しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

お問い合わせ先

ソシエテジェネラルアセットマネジメント株式会社

フリーダイヤル： ０１２０－４９８－１０４

受付は土・日曜日、祝日を除く午前9時から午後5時（証券取引所の半休日は午前9時から正午）

ホームページアドレス： http://www.sgam.co.jp/

お問い合わせ先

ソシエテジェネラルアセットマネジメント株式会社

フリーダイヤル： ０１２０－４９８－１０４

受付は土・日曜日、祝日を除く午前9時から午後5時（証券取引所の半休日は午前9時から正午）

ホームページアドレス： http://www.sgam.co.jp/



 

 

平成 18 年 2月 27 日作成 

ソシエテジェネラルアセットマネジメント株式会社 

 

りそなＭＭＦ 

(マネー・マネージメント･ファンド) 
追加型公社債投資信託／自動けいぞく投資専用 

投資信託説明書（請求目論見書）訂正事項分 

 
■ 当ファンドは、公社債等の値動きのある有価証券等（外貨建証券には為替リスクもあります。）に投資します

ので、当ファンドの基準価額が下落し、損失を被ることがあります。 

■ 当ファンドは、投資家の皆様の投資元本および収益が保証されているものではありません。 

■ 運用により信託財産に生じた損益はすべて投資家の皆様に帰属します。 

■ 当ファンドは、預金保険機構あるいは保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ．投資信託説明書（請求目論見書）の訂正理由 

平成18年2月27日に有価証券届出書の訂正届出書を提出したことに伴い、「りそなＭＭＦ（マネー･

マネージメント･ファンド）」の投資信託説明書（請求目論見書) 2005年8月（以下「原請求目論見

書」といいます。）の記載事項のうち、新たな情報に訂正すべき事項がありますので、これを訂正

するものです。 

 

Ⅱ．訂正の内容 

原請求目論見書の内容が訂正事項の内容に変更されます。 

 

 

１．この投資信託説明書（交付目論見書）により行う「りそなＭＭＦ（マネー・マネージメント・ファン

ド）」の受益証券の募集については、委託会社は証券取引法（昭和23年法第25号）第５条の規定に基づく

有価証券届出書を平成17年8月26日に関東財務局長に提出しており、平成17年8月27日にその届出の効力が

生じております。また、同法第7条の規定により有価証券届出書の訂正届出書を平成18年2月27日に関東財

務局長に提出しております。 

２．この投資信託説明書（請求目論見書）は、証券取引法第13条の規定にもとづく目論見書のうち、同法第15

条第3項の規定に基づき、投資家の請求により交付される目論見書です。 

３．「りそなＭＭＦ（マネー・マネージメント・ファンド）」の受益証券の価額は、同ファンドに組み入れら

れる有価証券等の値動き、為替相場の変動等による影響を受けますが、これらの運用による損益はすべて

投資家の皆様に帰属いたします。当ファンドは元本が保証されているものではありません。 
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第４ ファンドの経理状況（原請求目論見書8～16ページ） 

全文が以下の通り更新訂正されます。訂正後の内容のみ記載しております。 

 

(1)当ファンドの財務諸表は「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和 38 年大蔵省

令第 59 号）ならびに同規則第 2 条の 2 の規定により「投資信託財産の貸借対照表、損益及び剰余金計

算書、附属明細表並びに運用報告書に関する規則」（平成 12 年総理府令第 133 号）（以下「投資信託

財産計算規則」という）に基づいて作成しております。 

なお、財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。 

(2)当ファンドの計算期間は 6ヶ月未満であるため、財務諸表は 6ヶ月毎に作成しております。 

(3)当ファンドは証券取引法第 193 条の 2 の規定に基づき、前期（平成 16 年 12 月 1 日から平成 17 年 5

月 31 日まで）及び当期（平成 17 年 6 月 1 日から平成 17 年 11 月 30 日まで）の財務諸表については、

新日本監査法人による監査を受けております。 
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１ 財務諸表 

 

りそなＭＭＦ（マネー・マネージメント・ファンド） 

 

(1) 貸借対照表 

 前期末 

(平成 17 年 5 月 31 日現在) 

当期末 

(平成 17 年 11 月 30 日現在） 

科目 金額(円) 金額(円) 

資産の部   

Ⅰ流動資産   

コール・ローン 3,673,082,372 2,736,212,990

国債証券 5,999,993,205 5,999,995,041

特殊債券 1,702,658,065 3,702,776,621

社債券 902,895,109 300,025,176

コマーシャル・ペーパー 4,599,657,579 3,599,518,205

現先取引勘定 8,999,824,910 7,999,461,466

未収利息 1,841,918 1,960,832

前払費用 769,203 285,476

流動資産合計 25,880,722,361 24,340,235,807

資産合計 25,880,722,361 24,340,235,807

負債の部   

Ⅰ流動負債   

未払収益分配金 － 24,340

未払受託者報酬 213 200

未払委託者報酬 1,205 1,133

その他未払費用 372 350

流動負債合計 1,790 26,023

負債合計 1,790 26,023

純資産の部   

Ⅰ元本   

元本 25,880,705,039 24,340,199,690

Ⅱ剰余金   

期末剰余金 15,532 10,094

純資産合計 25,880,720,571 24,340,209,784

負債・純資産合計 25,880,722,361 24,340,235,807
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(2) 損益及び剰余金計算書 

 前期 

自 平成16年12月1日 

至 平成17年5月31日 

当期 

自 平成17年 6月 1日 

至 平成17年11月30日 

科目 金額(円) 金額(円) 

経常損益の部   

営業損益の部   

Ⅰ営業収益   

受取利息 4,232,577 6,800,544

有価証券売買等損益 △2,842,097 △4,940,541

その他収益 28,990 80,575

営業収益合計 1,419,470 1,940,578

Ⅱ営業費用   

受託者報酬 38,758 37,306

委託者報酬 219,556 211,210

その他費用 69,786 65,168

営業費用合計 328,100 313,684

営業利益 1,091,370 1,626,894

経常利益 1,091,370 1,626,894

当期純利益 1,091,370 1,626,894

Ⅲ一部解約に伴う当期純利益分配額 － －

Ⅳ期首剰余金 13,995 15,532

Ⅴ剰余金増加額 － －

Ⅵ剰余金減少額 － －

Ⅶ分配金 1,089,833 1,632,332

Ⅷ期末剰余金 15,532 10,094

 

重要な会計方針 

 

項目 

前期 

自 平成16年12月1日 

至 平成17年5月31日 

当期 

自 平成17年6 月 1日 

至 平成17年11月30日 

1.有価証券の評価

基準及び評価方法 

国債証券、地方債証券、特殊債券、社債

券、コマーシャル・ペーパーは個別法に基づ

き、以下のとおり原則として時価で評価して

おります。 

国債証券、地方債証券、特殊債券、社債

券、コマーシャル・ペーパーは個別法に基

づき、以下のとおり原則として時価で評価

しております。 

 (1)証券取引所に上場されている有価証券等 

証券取引所に上場されている有価証券等

は、原則として証券取引所における計算期間

末日の最終相場又は清算値段で評価しており

ます。 

特定期間末日に当該証券取引所の最終相

場等がない場合には、当該証券取引所におけ

る直近の日の最終相場等で評価しております

が、直近の日の最終相場等によることが適当

でないと認められた場合は、当該証券取引所

における特定期間末日又は直近の日の気配相

場で評価しております。 

(1)証券取引所に上場されている有価証券等

同    左 
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 (2)証券取引所に上場されていない有価証券

等 

当該有価証券等については、原則として

日本証券業協会発表の店頭基準気配値段、金

融機関の提示する価額（ただし、売気配相場

は使用しない）又は価格提供会社の提供する

価額のいずれかから入手した価額で評価して

おります。 

(2)証券取引所に上場されていない有価証券

等 

同    左 

 

 

 (3)時価が入手できなかった有価証券等 

適正な評価額を入手できなかった場合、

又は入手した評価額が時価として認定できな

い事由が認められた場合は、投資信託委託業

者が忠実義務に基づいて合理的事由をもって

時価と認めた価額で、もしくは受託者と協議

のうえ両者が合理的事由をもって時価と認め

た価額で評価しております。 

(3)時価が入手できなかった有価証券等 

同    左 

 

 

 (4)残存期間1年以内の公社債等 

買付けにかかる約定日から１年以内で償

還を迎える公社債等（償還日の前年応答日が

到来したものを含む）で、価額変動性が限定

的であり、償却原価法による評価方法が合理

的かつ受益者の利益を害しないと投資信託委

託業者が判断した場合は、当該方法により評

価しております。ただし、時価と評価額に乖

離が生じ、投資信託委託業者が適正な基準価

額の計算上必要と判断した場合には、速やか

に時価による評価換えを行うものとします。

(4)残存期間1年以内の公社債等 

同    左 

２.収益及び費用の

計上基準 

有価証券売買等損益の計上基準 

約定日基準で計上しております。 

有価証券売買等損益の計上基準 

同    左 

 

注記事項 

（貸借対照表関係） 

前期末 

(平成 17 年 5 月 31 日現在) 

当期末 

(平成 17 年 11 月 30 日現在） 

1.信託財産に係る期首元本額、期中追加設定元本額及

び期中一部解約元本額 

期首元本額        28,509,113,209円 

期中追加設定元本額     2,803,507,398円 

期中一部解約元本額     5,431,915,568円 

1.信託財産に係る期首元本額、期中追加設定元本額及

び期中一部解約元本額 

期首元本額        25,880,705,039円 

期中追加設定元本額     4,445,012,696円 

期中一部解約元本額     5,985,518,045円 
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（損益及び剰余金計算書関係） 

前期 

自 平成16年12月1日 

至 平成17年5月31日 

当期 

自 平成17年 6月 1日 

至 平成17年11月30日 

1.受託会社との取引高 

営業取引（受託者報酬）     38,758 円 

1.受託会社との取引高 

営業取引（受託者報酬）      37,306 円 

2.分配金の計算過程 

特定期間における分配対象金額1,105,365円のうち、

1,089,833円(一万口当たり0.41円)を分配金額として

おります。 

2.分配金の計算過程 

特定期間における分配対象金額円のうち、円(一万口

当たり円)を分配金額としております。 

 

項目   項目   

配当等収益額 Ａ 4,232,577円 配当等収益額 Ａ 6,800,544円

有価証券売買等損益 Ｂ △2,842,097円 有価証券売買等損益 Ｂ △4,940,541円

その他収益 Ｃ 28,990円 その他収益 Ｃ 80,575円

期首剰余金 Ｄ 13,995円 期首剰余金 Ｄ 15,532円

控除費用 Ｅ 328,100円 控除費用 Ｅ 313,684円

当ファンドの分配対象

収益額 

Ｆ

=A+B+C+

Ｄ－Ｅ 

1,105,365円
当ファンドの分配対象

収益額 

Ｆ

=A+B+C+

Ｄ－Ｅ 

1,642,426円

一万口当たりの分配額 Ｇ 0.41円 一万口当たりの分配額 Ｇ 0.66円

収益分配金金額 Ｈ 1,089,833円 収益分配金金額 Ｈ 1,632,332円

      

 

（有価証券関係） 

売買目的有価証券の貸借対照表計上額等 

前期（自 平成16年12月1日 至 平成17年5月31日） 

（単位：円） 

種  類 貸借対照表計上額 当特定期間の損益に含まれた評価差額 

国債証券 5,999,993,205 2,205

特殊債券 1,702,658,065 △236,935

社債券 902,895,109 △2,712,891

コマーシャル・ペーパー 4,599,657,579 80,602

合  計 13,205,203,958 △2,867,019

 

当期（自 平成17年6月1日 至 平成17年11月30日） 

（単位：円） 

種  類 貸借対照表計上額 当特定期間の損益に含まれた評価差額 

国債証券 5,999,995,041 1,041

特殊債券 3,702,776,621 △2,020,379

社債券 300,025,176 △1,012,824

コマーシャル・ペーパー 3,599,518,205 60,164

合  計 13,602,315,043 △2,971,998

 

（デリバティブ取引関係） 

前期（自 平成16年12月1日 至 平成17年5月31日） 

該当事項はありません。 
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当期（自 平成17年6月1日 至 平成17年11月30日） 

該当事項はありません。 

 

（一口当たり情報） 

 前期 

(平成 17 年 5 月 31 日現在) 

当期 

(平成 17 年 11 月 30 日現在) 

一口当たり純資産額 1 円 1 円 

 

（重要な後発事象） 

前期（自 平成16年12月1日 至 平成17年5月31日） 

該当事項はありません。 

当期（自 平成17年6月1日 至 平成17年11月30日） 

該当事項はありません。 

 

 

(3) 附属明細表 

①有価証券明細表 

1)株式 

該当事項はありません。 

2)株式以外の有価証券 

(平成 17 年 11 月 30 日現在） 

（単位：円） 

種類 銘柄 券面総額 評価額 

国債証券 第３６１回政府短期証券 3,000,000,000 2,999,997,810

 第３６２回政府短期証券 3,000,000,000 2,999,997,231

 小計 6,000,000,000 5,999,995,041

特殊債券 第４３回政府保証預金保険機構債券 500,000,000 500,492,136

 第４５回政府保証預金保険機構債券 300,000,000 300,530,532

 第９９回政府保証預金保険機構債券 1,200,000,000 1,200,746,809

 第１０３回政府保証預金保険機構債券 500,000,000 500,412,650

 第１１１回政府保証預金保険機構債券 300,000,000 300,302,196

 第１１７回政府保証預金保険機構債券 800,000,000 800,061,298

 第１３５回しんきん中金債券 100,000,000 100,231,000

 小計 3,700,000,000 3,702,776,621

社債券 第４回シティグループ・インク円貨社債 300,000,000 300,025,176

 小計 300,000,000 300,025,176

コ マ ー シ ャ

ル・ペーパー 
エイチジーエムアセット 1,200,000,000 1,199,729,913

 スミショウリース 1,200,000,000 1,199,909,267

 ダイヤモンドリース 1,200,000,000 1,199,879,025

 小計 3,600,000,000 3,599,518,205

 合計 13,600,000,000 13,602,315,043

②有価証券先物取引等及び為替予約取引の契約額等及び時価の状況表 

該当事項はありません。 
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２ ファンドの現況 

純資産額計算書 

平成17年12月30日現在 

Ⅰ 資産総額 23,098,716,731 円 

Ⅱ 負債総額 24,695 円 

Ⅲ 純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 23,098,692,036 円 

Ⅳ 発行済口数 23,098,684,872 口 

Ⅴ １口当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 

（１万口当たりの純資産額） 

1.0000

10,000

円 

円 

 

 

第５ 設定及び解約の実績（原請求目論見書 16 ページ） 

全文が以下の通り更新訂正されます。訂正後の内容のみ記載しております。 

 

計算期間 設定数量（口） 解約数量（口） 

第8期特定期間(H7.11.30～H8.5.30) 186,515,660,774 211,355,782,790 

第9期特定期間(H8.5.31～H8.11.28) 212,500,154,701 164,587,128,363 

第10期特定期間(H8.11.29～H9.5.29) 167,946,900,310 209,678,372,052 

第11期特定期間(H9.5.30～H9.11.27) 119,344,077,775 155,077,865,794 

第12期特定期間(H9.11.28～H10.5.28) 92,924,996,733 105,303,652,257 

第13期特定期間(H10.5.29～H10.11.29) 66,369,119,189 103,391,457,389 

第14期特定期間(H10.11.30～H11.5.30) 117,737,965,534 83,127,299,753 

第15期特定期間(H11.5.31～H11.11.29) 193,823,235,305 109,272,350,266 

第16期特定期間(H11.11.30～H12.5.30) 271,216,605,420 177,164,724,447 

第17期特定期間(H12.5.31～H12.11.29) 251,491,027,041 293,257,700,783 

第18期特定期間(H12.11.30～H13.5.30) 203,502,585,035 189,327,543,235 

第19期特定期間(H13.5.31～H13.11.30) 97,975,254,706 142,636,889,385 

第20期特定期間(H13.12.1～H14.5.31) 21,149,360,233 158,870,796,812 

第21期特定期間(H14.6.1～H14.11.30) 10,185,139,214 22,463,851,898 

第22期特定期間(H14.12.1～H15.5.31) 8,755,093,761 21,955,871,373 

第23期特定期間(H15.6.1～H15.11.30) 3,895,017,111 12,504,689,718 

第24期特定期間(H15.12.1～H16.5.31) 3,567,942,953 10,393,758,580 

第25期特定期間(H16.6.1～H16.11.30) 4,533,172,494 7,651,308,469 

第26期特定期間(H16.12.1～H17.5.31) 2,803,507,398 5,431,915,568 

第27期特定期間(H17.6.1～H17.11.30) 4,445,012,696 5,985,518,045 

 

 

 

原請求目論見書の「第2 手続等 1 申込（販売）手続等（原請求目論見書2ページ）」内のお問い合

わせ先の図が、以下の通り更新訂正されます。以下は訂正後の内容のみ記載しております。 

 

 

 
 

お問い合わせ先

ソシエテジェネラルアセットマネジメント株式会社

フリーダイヤル： ０１２０－４９８－１０４

受付は土・日曜日、祝日を除く午前9時から午後5時（証券取引所の半休日は午前9時から正午）

ホームページアドレス： http://www.sgam.co.jp/

お問い合わせ先

ソシエテジェネラルアセットマネジメント株式会社

フリーダイヤル： ０１２０－４９８－１０４

受付は土・日曜日、祝日を除く午前9時から午後5時（証券取引所の半休日は午前9時から正午）

ホームページアドレス： http://www.sgam.co.jp/




